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1． はじめに 

（1）研究の背景 

近年,全国各地において空き家が増加している．平

成 25 年の住宅・土地統計調査 1）では空き家数が約

820万戸存在しており,日本の総住宅数の13.5％が空

き家という現状である．将来的にさらに空き家や空

き地が増加していくと予想される．増加した空き家

は防犯，防災上の問題要因となっており，所有者が

頻繁に戻らず，適切に管理されていない空き家が多

くの問題を引き起こしている．2） 

都市居住者による中山間地域への移住希望者は少

なからず存在しているが，移住が実現しない例が多

い。その理由の１つとして I ターン者に提供できる

住宅が少ないことが挙げられる。前述したように，

空き家の増加が問題となっている一方で，居住を希

望する I ターン者には住宅が供給されないミスマッ

チが生じている。3）原因の 1 つとして,空き家が数

多く存在していても空き家所有者が空き家提供を行

っていないことが多く,移住希望者が容易に移住で

きない状況に陥っていることが挙げられる． 

 

（2）研究の目的 

 研究の背景で述べた空き家所有者が空き家提供を

行わないといった課題に対して，実際に空き家所有

者の空き家提供意向から課題の原因・改善策を考案

することを本研究の目的とする． 

データは長岡市から提供してもらった「長岡市空

家等対策計画」のために実施されたアンケートデー

タを使用した．「空家等対策計画」とは，長岡市の空

き家所有者に空き家の状況や空き家の提供意向など

のアンケートしたものを統計したものであり，この

データを取り扱い，分析を行う． 

 

2． 空き家提供意向の要因分析 

（1）「空家等対策計画」について 

 「空家等対策計画」について簡単に説明を行う．

この計画の目的としては，空家等の増加により発生

している様々な問題を解決していくための方針を示

すとともに、管理不全な空家等の予防から跡地活用

までを視野に入れた取組を計画することで、市民の

安全安心の確保と生活環境の保全及び地域の振興に

寄与することであり，対象地域は全域としている．

計画の期間は 5 年間とし，5 年を経過する時に更新

するものとしている．今回取り扱うのは最新の平成

29 年度のものである．アンケートの数は，送付数が

2,083 通で回答数が 1,134 通（回答率は約 54％）であ

る． 

 

（2）分析方法 

 本研究では判別分析を用いてアンケートの中から

空き家の提供意向が見られる項目，反対に空き家の

提供意向が無いと判断できる項目を明らかにする．

本研究で使用できるサンプル数は648個であり,目的

変数の定義は「空き家提供意向の有無」とした．有

無の選定の仕方として,「今後５年間程度のうちに，

居住や売却，解体等の予定はありますか」という設

問で,賃貸・売却・寄付といった提供を行う選択肢を

提供意向有とし,その他の選択肢と予定がないに回

答した所有者を提供意向無とした． 

 

（3）説明変数 

今回アンケートの中から空き家提供意向に影響の

ある可能性があるものとして説明変数として取り扱

った設問は，「年齢」「土地の所有者」「建物の使用状

況」「空き家年数」「年間の維持管理費用」の以上 5

つとした． 

 

 



「年齢」の設問は選択肢として①20 代以下，②30

代，③40 代，④50 代，⑤60 代，⑥70 代以上であっ

た．（図 1）仮定として高齢になるにつれ相続等の理

由で空き家提供率が増加すると考え，選択肢の①～

⑤を結合し 70代未満と 70代以上の 2つに整理した．

比較すると 70 代以上の提供意向が高くなった．従っ

て 70 代以上を 1，70 代未満を 0 とするダミー変数と

した． 

「土地の所有者」の設問は選択肢として①建築所

有者と同じ，②建築所有者の親族の 2 つであった．

土地の所有者が建物所有者と同じであれば，提供す

る際にスムーズに手続き等が済ませられるため，空

き家提供率が増加すると考え，建築所有者と同じを

1，建築所有者の親族を 0 とするダミー変数とした． 

（図 2） 

「現在，建物をどのように使用しているか」とい

う設問では①実家であり、お盆・正月等に使用して

いる，②物置・倉庫として使用している，③貸家・

売家として使用している，④週末や休暇に別荘等と

して使用している，⑤特に使用していない．の 5 つ

であった．定期的に空き家を利用しているか，して

いないかの二つに区分し，選択肢は①，④をこの 2

つを定期的に利用している，その他の選択肢を定期

利用していないと分けた． 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1．年齢 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2．土地の所有者 

「空き家年数」という設問は選択肢として①1 年未

満，②1 年以上 5 年未満，③5 年以上 10 年未満，④

10 年以上の 4 つであった．仮定として空き家の所有

者になった年数が短いほど，空き家をどうにかした

いという思いから，空き家提供率が増加すると考え，

①とその他でグループ分けを行った．図 3から 1 年

未満を 1，その他の選択肢を 0 とするダミー変数と

した． 

「年間の維持管理費用」の設問は選択肢として①

費用はかかっていない，②1 万円未満，③1 間年以上

5 万円未満，④5 万以上 10 万円未満，⑤10 万円以上

の 5 つであった．図 4を見ると④5 万以上 10 万円未

満から提供意向ありの空き家所有者の割合が増加し

ていることがわかる．よって②1 万円未満，③1 間年

以上 5 万円未満の間で分け，①～③，④，⑤の 2 つ

に区分した．①～③を 0，④，⑤を 1 とするダミー

変数とした． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3．空き家年数 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4. 年間の維持管理費用 

 



（4）判別分析の結果 

 判別分析の結果を表 1に示す．  

Wilksのラムダが有意水準 0.5％を満たしているこ

と，正判別率が約 6.5 割以上であることから，判別

係数の値は妥当であると考えられる． 

表 1 の P 値から，5％水準で有意である説明変数

は「定期的利用」「空き家年数」「年間の維持管理費

用」の 3 つとなった．  

説明変数「建物の使用状況」においての「定期的

利用」層の標準化判別係数の符号は負となっており，

空き家提供意向が低い所有者に影響を与えている．

盆や正月などの頻度の少ない利用や，別荘として扱

っている所有者は空き家提供する必要はないという

意向を持つ傾向にある． 

 

表 1．空き家提供意向に関する判別分析の結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

説明変数「空き家年数」の標準化判別係数の符号

は正となっており，空き家提供意向に高い影響を与

えている．空き家になって 1 年未満が最も空き家提

供意向が高くなり，年数が経つにつれ空き家提供意

向の減少傾向が見受けられる． 

説明変数「年間の維持管理費用」の標準化判別係

数の符号は正となっており，空き家提供意向に影響

を与えている．年間の維持管理の費用が 5 万円以上

になると空き家提供意向が高くなるということが言

える．  

 

（5）結果の考察 

5％水準で有意となった 3 つの設問の結果を考察

する． 

まず，説明変数「空き家年数」では空き家になっ

てから 1 年未満の空き家を所持する所有者が特に提

供意向が高いという結果になった．要因の推測とし

て，空き家になったばかりの場合空き家をどうする

かについて考えることが多く，空き家年数が 1 年未

満だと空き家提供意向がある所有者が残っているこ

とが挙げられる．また，空き家になったタイミング

で親族等が集まり空き家をどうするか決定する機会

が増えることも考えられる．  

次に，説明変数「定期的利用」では，反対に定期

的に利用していな空き家所有者は提供意向が高いの

ではないかと考える．0 のダミー変数とした項目の

中でも「特に使用していない」に回答した所有者は

空き家を使用していなく，所有しているだけの状態

となっている．そういった空き家所有者は提供意向

が増加しやすいと推測する． 

最後に，説明変数「年間の維持管理費用」の考察

を行う．まず，この設問では年間の空き家の維持費

用が 5 万円以上の空き家所有者の空き家の提供意向

が高いという結果になった．費用が高ければ高いほ

ど自分の手元から離したほうが良いと考えるのは自

然なことである．実際に空き家の維持管理費用で一

定の金額を収めるならば提供した方が良いと考えた

空き家所有者もいることが想定される． 

以上 2 つの設問の推測から改善策を考案する． 

 

 

 

標準化

判別係数
P値

0.099 0.298

-0.080 0.394

-0.547 0.000

0.205 0.030

0.362 0.000

0.167

Wilksのラムダ 0.94

等価なF値 8.32

自由度  (5, 640.00)

P値 0.0000

正判別率 64.24%

定数項

説明変数

年齢

（0：70歳未満

　　1：70歳以上）

土地の所有者

（0：建築所有者の親族

　　1：建築所有者と同じ）

定期的利用

（0：その他

1：正月やお盆などに使用・別荘等）

空き家年数

（0：1年以上

　1：1年未満）

年間の維持管理費用

（0：5万円未満

　　1：5万円以上）



3． 空き家提供促進に向けた取り組み案 

前章の結果に基づいた改善案を挙げていく． 

 1 つ目の案は単純に「固定資産税の金額を上げる」

という案である．一般的に空き家の固定資産税は以

下の表 2のようになっており，小規模住宅用地は課

税標準の 1/6 となっている．固定資産税の減額を少

し削り，固定資産税を上げることによって維持管理

費用が高くなるため，空き家所有者の意識も変わる

のではないかと考える．また，維持管理（空き家を

綺麗な状態にする等）を怠っている所有者の方が全

体的な維持管理費用が安くなり，提供意向が減少す

るといった問題点が挙げられる．しかしその対策と

して既に「空家等対策特別措置法」という法律が平

成 27 年度に実施されている．この条例の内容は適正

な管理がされていない空き家に対して，特定空家等

と指定され固定資産税等や都市計画税の軽減税率の

撤廃（結果として大幅な増税）が可能となったとい

うものである．例えば小規模住宅用地で特定空家等

となった場合は 6 倍，固定資産税が上がる．また，

特定空家等に指定されてからいきなり固定資産税が

上がるわけではなく，指定された場合自治体の立ち

入り調査が入り，改善への指導を受ける．その指導

に従わない場合，猶予期間を設けた上で勧告が出さ

れる．そして改善命令に従わず猶予期間を過ぎた場

合に強制対処となる．強制対処になると第三者が強

制的に空き家を取り壊し，空き家の完全撤去が行わ

れる．その際にかかった費用に関しては全て所有者

負担になるというものである．しかし，現状で空家

等対策特別措置法が施行される空き家は相当悪い状

態のみの適用で，実施例は多くはない．従って今後

はもう少し幅広くの管理状態が良くない空き家も含

めて特定空家等に指定することや，所有者に特定空

家等の制度を周知することが効果的であると考える． 

 

表 2．区分による固定資産税の違い 

 

 

 

 

 

  

 

2 つ目の案は「空き家年数が１年未満の空き家所

有者に空き家維持の実態を詳しく伝達する」という

案である．実態というのは空き家を維持していくに

あたっての具体的な維持管理費用や，維持管理のた

めに居住地から空き家に来る交通費や，降雪等によ

る空き家の倒壊による被害等，これらを行う時間が

必要になることを伝達し，空き家提供を促すという

ことである．この案を施行するにはいち早くで空き

家になったことを知ることが求められる．建物が空

き家になったかを知る方法として，家の持ち主の死

去や移動（引っ越し等）は住民登録情報の確認を行

う．それに加えて水道の閉栓状況も判断材料である．

以上の方法で空き家かの確認をして，空き家となっ

た建物に空き家を維持していくにあたっての実態を

伝達する．伝達方法として，死亡届受理の際にその

場で受け渡しをすることや，所有者へ郵送で告知を

し，時期が近ければ固定資産税納税通知書に同封す

ることを提案する． 

 

4． 今後の展望 

 空き家を所有していくだけで空き家の倒壊を始め

とした様々なリスクがあるが，所有者は空き家を所

有・維持していくにあたってのリスクをどの程度認

知しているか調査したい．また，空き家所有者のリ

スクの認知の有無と空き家提供意向の変化の関係性

についても調査していきたい． 
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固定資産税 都市計画税

空き地

（更地）
何も建物が無い状態

課税標準の

1.4％

課税標準の

0.2％

小規模

住宅用地

住宅1戸につき

200平方メートルまで

課税標準の

×1/6

課税標準の

×1/3

一般

住宅用地

住宅1戸につき

200平方メートルを

超えた部分

課税標準の

×1/3

課税標準の

×2/3

区分


